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研究成果の概要（和文）： 二〇〇四年の著書『ソフトパワー』でジョゼフ・ナイは非軍事的・非強制的手段としてソ
フトパワーの重要性を強調したがアメリカが対日政策においてどのようなソフトパワー戦略をとったのか具体的事例を
示さなかった。
 本研究は冷戦期（占領期を含む）において、アメリカがどのような対日ソフトパワー戦略をとったのか、具体的事例
について研究した。その結果、テレビの導入を含む占領期の日本のメディア改造によってアメリカのソフトパワーが働
きやすい状況が作られ、それがアイゼン・ハワー政権による「アトムズ・フォー・ピース」の宣伝を含む日本への原子
力平和利用の導入において効果をあげたことが分かった。

研究成果の概要（英文）：Joseph Nye stressed the importance of "Soft Power", non-military measures in his S
oft Power published in 2002. However, he never taken examples of the Soft Power Strategies that the U.S. h
ad been used against Japan.
This study is concerned with the Soft Power Strategies that the U.S. used against Japan during the Cold Wa
r Era (including the Occupation Era). The findings of the study are as follows; the reformation of Japanes
e Media systems and institutions by the U.S. Occupation Army set up favorable conditions for the U.S. Soft
 Power Strategies; the Eisenhower administration made most of the conditions in promoting "Atoms for Peace
" campaign that lead to the introduction of "The Peaceful Use of Atomic Energy" into Japan.
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１．研究開始当初の背景 
2002年から2009年までに早稲田大学特定課
題研究費（2002 年、2003 年、2009 年）科研
究費補助金（2003 年、2005-2006 年）、放送
文化基金（2008 年）を得て、米国に残る公
文書と記録によって、日本の戦後のメディア
の成り立ち、とくに日本テレビ放送網の設立、
マイクロ波通信網の建設の過程を米国の占
領政策の転換、米対日協議会（American 
Council for Japan）の活動、米国の反共産主
義外交・情報政策との関わりから明らかにし
てきた。 
本研究は、このような研究を踏まえて、

1950 年代から 60 年代にかけて米国の情報・
広報機関が日本に対しどのようなソフトパ
ワー戦略を行っていたのかを明らかにした。 
 
２．研究の目的 

本研究はジョゼフ・ナイ唱えるソフト
パワーが1950 年代から60 年代にかけ
ての日本でどのように戦略として行わ
れていたのかを米国第二公文書館その
他の機関などに所蔵されている米国情
報サーヴィス（The United States 
Information Services）米国広報庁(The 
United States Information Agency)心
理戦委員会(Psychological Strategy 
Board)工作調整局(Operation 
Coordinating Board)中央情報局（
Central Intelligent Agency）に関係す
る公文書を収集し、分析することによっ
て実証的に明らかにしようというもの
である。 

この場合のソフトパワー戦略とは、日
本の報道機関や政府機関や政治的指導
者にあらゆるチャンネルとソースを使
って影響を与えて、米国の政策に対する
自発的協力を引き出すことである。 
 
３．研究の方法 
本研究の方法としては、これまでの研究
（2004、2006－07 年科学研究費補助金基盤
研究（C））を踏まえて、研究を実証的に行う
ため、以下の米国の複数の公文書館や大統領
図書館や大学図書館などで資料収集を行っ
た。米国第二公文書館、ドワイト・アイゼン
ハワー大統領図書館、ハリー・トルーマン大
統領図書館、ハーバート・フーヴァー大統領
図書館、スタンフォード大学フーヴァー研究
所、プリンストン大学シーリー・マッド図書
館、ハーヴァード大学ホートン図書館、カー
ル・ムント記念図書館、サンノゼ歴史館で第
一次資料を収集した。 
 
４．研究成果 
１．1953 年 8 月、日本テレビ放送網株式

会社（以下日本テレビとする）が放送を開始
する際、米国のユニテル社がマイクロ波リレ
ー網の設計を手掛け、RCA（大手電機メーカ
ー）がテレビカメラと送出機を輸出した。 

当時の米国は新設局ラッシュで極度に送
出機やテレビカメラが品薄だったので、中央
情報局や米国公報庁などが仲介してなるべ
く早く日本テレビがこれらを入手できるよ
う便宜をはかった。 
テレビ番組などコンテンツに関しても日

本テレビは米国公報庁の仲介で、米国のケニ
ヨン・エッカート（広告代理店）や NBC（テ
レビ放送網）から番組を入手している。 
これらは心理戦委員会（大統領顧問、国務

省、国防総省、中央情報局、統合参謀本部の
各代表から成る）が占領終了をにらんで 1952
年に作成した「対日心理戦計画 D-17」と関
連して行われ、実施には中央情報局、心理戦
委員会、1953 年以降は工作調整局がかかわ
った。 
この心理戦計画とは、簡単に言うと日本の

マスコミを操作することによって、次のよう
な目標を達成することだった。 
（１）占領が終わったあとも日本が米国の

陣営にとどまり、ソ連の側につくことがない
ようにすること。 
（２）日本に米軍の基地があることを日本

人が問題だと思わないようにすること。 
米国はこの 2つを日本のマスコミに米国の

物質的豊かさとソ連の軍事的脅威とを強調
するコンテンツを流させることで達成しよ
うとした。 
この工作を行うために中央情報局は当時

読売新聞社主だった正力松太郎に近づき、さ
まざまな支援を彼に与えることをほのめか
して彼を「資産」（asset）とした。 
日本テレビの場合は、とくに米国製ホーム

ドラマと英会話番組を放送することによっ
てこの心理戦（Psychological Warfare）に貢
献した。 
ホームドラマを見ることで、日本人は米国

が物質的にきわめて豊かで、米国人も家族思
いで、愛情深い国民であると思うようになっ
た。そして、英会話番組で英語を学ぶことで、
米国文化と米国人をより深く理解するよう
になった。 
現在中国が日本の教育機関に孔子学院な

るものの設置を盛んに働きかけているが、こ
れは米国の例に倣ったものである。 
日本人は知らず知らずのうちに親米的に

なり、占領が終わった後も、米国から離れよ
うとはしなかった。また、独立を回復したの
に、多くの米軍基地があとに残されているこ
とも、沖縄の人々を除いて、問題視しなくな
っていった。 
日本テレビ以外でも、NHK や TBS（当初

はラジオ東京）など、1950 年代に米国公報
庁の仲介のもと米国の三大放送網（NBC、
CBS、ABC）から海外ニュースや娯楽番組
（『アイ・ラブ・ルーシー』など）などのコ
ンテンツを入手し、放送した。 
当時日本のテレビ放送局は、テレビ番組制

作のノウハウも製作費もなかったので、米国
製のコンテンツに大いに依存していた。日本



のテレビ放送のゴールデンアワーは文字通
り米国製のテレビ番組に占領されることに
なった。 
これが日本人を親米化し、米国のソフトパ

ワーが働きやすいメディア状況を作った。 
のちに日本テレビは NBC と、TBS は CBS

と NHK は ABC と姉妹ネットワーク・提携
関係を結び、とくに米国製ニュース番組の提
供を受けるなどの便宜を受け、現在にいたっ
ている。 

 
２．このように親米的メディア状況を作り

上げたあとで米国が日本に行った重要な心
理戦は、1953 年から（ドワイト・）アイゼ
ンハワー政権が推進していた「原子力を平和
に」のキャンペーンを日本にも浸透させ、ま
た、1954 年に起こった第五福竜丸事件で高
まった日本人の反米・反原子力世論を鎮静化
させるというものだった。 
当時の米国は軍拡競争と核実験に走り、世

界平和の破壊者というイメージが強かった。
このため米国は、原子力平和利用の技術を世
界に広める先頭に立つことで、このイメージ
を払拭しようとした。 
ところが、核実験のほうは依然続けていた

ため、米国がビキニ環礁で行った水爆実験の
死の灰を日本のマグロ漁船第五福竜丸が浴
びる事件が起きてしまった。 
広島・長崎の原爆被害を経験している日本

人はこれに激しく反応した。事件発生後三か
月たらずで原水爆禁止運動に三〇〇〇万人
を超える署名が集まった。 
これは米国の政権幹部を震撼させた。「原

子力を平和に」の浸透どころか、占領が終わ
ったばかりの日本がソ連の側に走るのでは
ないかと恐れた。より強力な「心理戦」が必
要になった。 
そこで、中央情報局と米国公報庁は「資産」

として確保していた正力を頼った。この当時
の正力は、読売新聞だけでなく日本テレビも
持っていた。 
驚くのは、正力のほうも中央情報局を利用

しようとしたことだ。正力は、米国からの援
助を受けて原発などの原子力技術を日本に
導入することができれば、政財界の支持を得
て総理大臣になれると考えた。 
そこで正力は自らのメディアを動員し、中

央情報局と米国公報庁の協力を得て「原子力
平和利用」推進の大キャンペーンを張った。 
これは米国側から見れば、反米・反原子力

世論転換キャンペーンだが、正力の側から見
れば、正力総理大臣実現のための政治キャン
ペーンだった。事実、正力はこの間に郷里の
富山選挙区から原子力による産業革命」を唱
えて立候補し、衆議院議員になっている。 
「原子力平和利用」推進キャンペーンが政

治課題として掲げられるようになることで、
このキャンペーンは単なる心理戦にとどま
らず、当時保守合同のために動いていた自由
党や日本民主党に対する米国と正力の政界

工作の色彩まで帯び始めた。 
このキャンペーンの中でもっとも劇的な

効果をあげたのが読売新聞・日本テレビが米
国公報庁と共催で1955年11月に日比谷で開
催した「原子力平和利用博覧会」だった。 
中央情報局と米国公報庁は博覧会の効果

を知るため、来場者にアンケート調査を行っ
たが、それによれば日本人の世論は、この博
覧会によって、反米・反原子力から一気に親
米・原子力促進に変わっていた。これは、中
央情報局と米国公報庁が行った「心理戦」の
中でも最も大きな成功を収めたものになっ
た。 
この読売グループの大成功に倣って朝日

新聞や毎日新聞などの全国紙ばかりでなく
各地方紙も日本各地で「原子力平和利用博覧
会」を開催するようになり、一大ブームが起
こった。 
このほかにも中央情報局と米国公報庁の

仲介により、日本テレビがウォルト・ディズ
ニー・プロダクションズ製作の『わが友原子
力』を 1957 年の 12 月 31 日に放送し、極め
て大きな反響を呼んだ事例もある。 
この『わが友原子力』は、日本の原子力平

和利用のための啓蒙活動に使われた番組と
して『原子力月報』第三巻第六号（1958 年）
にも記述がある。 
ほかに米国情報サーヴィスも数本の原子

力平和利用についての PR 映画を提供したが、
原子力平和利用ブームを盛り上げるのに大
きな役割を果たしたのは、なんといってもデ
ィズニー製作の『わが友原子力だった』。 
このように米国はテレビの導入などによ

って米国のソフトパワーが効きやすい状況
を作り上げたのち、中央情報局や米国公報庁
が日本のメディア関係者や政治家に強力に
働きかけ、米国公報庁や米国情報サーヴィス
など政府系の広報機関や米国の民間のメデ
ィア企業などが日本のメディアにコンテン
ツを大量に使用させることで、日本の心理的
占領を続けた。 
それによって自国の政治・外交・経済政策

に有利な社会心理を戦後の日本で生み出し、
日本人および日本政府が自発的に米国に協
力する心理的状況を作っていった。 
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